
人事行政の運営等の状況 

 市の人事行政の運営における公正性及び透明性を高めるため、福生市人事行政の運営

等の状況の公表に関する条例に基づき、職員の任免、職員数、給与、勤務条件等の概要

を市民の皆さんにお知らせします。 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

（１） 職員数の推移（各年度４月１日現在） 

平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

４０３人 

（８） 

３９５人 

（１２） 

３８８人 

（１６） 

３８１人 

（１８） 

３７５人 

（２６） 

  ※（  ）内は、再任用短時間勤務職員であり外書きです。 

※ 職員数は、派遣職員を含みます。23 年度は、西多摩衛生組合（1 人）、東京市町村総合事務組

合（1 人）、福生病院組合（2 人、内 1 人は再任用短時間勤務職員）、東京都後期高齢者医療広

域連合（1 人）、福生市社会福祉協議会（2 人）、東京都（1 人）、北海道登別市（1 人）に計 9

人の職員を派遣しています。 

 

（２） 部門別職員数の状況 

※「福生市の給与・定員管理等について｣をご覧ください。 

 

（３）採用者数及び退職者数の状況（平成２２年度） 

退 職 者 数 
採 用 者 数 

定年退職 勧奨退職 普通退職 死亡退職 計 

２１人 １８人 １人 ３人 １人 ２３人 

 

２ 職員の給与の状況 

※「福生市の給与・定員管理等について｣をご覧ください。 

 

３ 職員の勤務時間その他の勤務状況 

（１） 職員の勤務時間の状況（標準的なもの） 

職員の勤務時間については、１週間の勤務時間が３８時間４５分となっています。 

１週間の勤務時間 １日の勤務時間 勤務時間 週休日 

３８時間４５分 ７時間４５分 
午前８時３０分～

午後５時１５分 
日曜日及び土曜日 

・ 水曜日の時間外開庁時の職員は午前１１時１５分～午後８時に勤務します。 

・ 土曜日の開庁時に勤務する職員は、原則として月曜日を週休日としています。 

・ 施設の開館日、開館時間帯、職務の性質により交代制勤務を行っている職場が

あります。 

（２） 職員の年次有給休暇の状況（平成２２年） 

    1年につき20日間を付与し、その年に使用しなかった日数があった場合には、 

   20 日を限度に翌年に限り繰り越すことができます。 

     対象職員数 ３３４人  平均取得日数 １０．９日 



（３） 育児休業の状況（平成２２年度） 

地方公務員の育児休業に関する法律に基づき、子を養育する職員の継続的な勤務

を促進するため、3歳に満たない子を養育するための休業制度です。 

  育児休業取得者数  男性職員 １人 女性職員 １１人 

 

４ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 分限処分 地方公務員法第２８条の規定により、職員がその職務を十分に果たすこと 

のできない一定の事由のある場合に、免職、休職、降任などの処分を行い 

ます。 

 懲戒処分 地方公務員法第２９条の規定により、公務における規律と秩序を維持する 

ことを目的として、職員に法律違反などの一定の義務違反に対して、免職、 

停職、減給、戒告の処分を行います。 

 

 （平成２２年度） 

分限処分 懲戒処分 
区分 

免職 休職 降任 免職 停職 減給 戒告 

処分者数 ０人 ３人 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

 

 

５ 職員の服務の状況 

 全ての職員は、全体の奉仕者として公共の利益のため勤務し、職務遂行に当たっては

全力を挙げて専念しなければなりません。職務遂行に関して職員が守るべき義務は次の

とおりです。 

区     分 内        容 

法令等及び職務命令に従う義務 
法令等に従い、かつ、上司の職務命令に従わなけれ

ばなりません。 

信用失墜行為の禁止 
職員は、職の信用を傷つけ、又は職の不名誉となる

ような行為をしてはなりません。 

秘密を守る義務 
職員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはなりませ

ん。その職を退いた後も同様です。 

職務に専念する義務 
職員は、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこ

れに専念しなければなりません。 

政治的行為の制限 

職員は、政党その他の政治的団体の結成に関与する

等の政治的行為が禁止されるなどの制限がありま

す。 

争議行為等の禁止 職員は、争議行為等が禁止されています。 

営利企業等の従事制限 
職員は、職務の公正を確保する等の観点から、営利

企業等に従事することは制限されています。 

 

 

 

 

 



６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況（平成２２年度）  

（１） 職員研修の実施状況 

 

区分 実施機関 研修種別 研修内容 回数 
延べ  

受講者数 

職層別研修 
新任職員・係長・課長など職層ごとの能力向上と

知識習得を図る研修 
6 96 

実務研修 契約研修など実務能力の向上を図る研修 10 512 

能力開発研修 クレーム対応など資質の向上を図る研修 4 64 

人事考課研修 
人事考課制度の本質と基本的なルールの趣旨、

仕組みの理解を図る研修 
14 369 

組織内研修 福生市 

特別研修 
議会傍聴研修、応急救護研修などさまざまな知

識を習得し、幅広い視野を養う研修 
39 903 

組織内研修 計 73 1,944 

職層別研修 
新任職員・係長・課長など職層ごとの能力向上と

知識習得を図る研修 
49 103 

東京都市町村

職員研修所 
選択研修 

担当業務の実務、政策法務、能力開発、情報処

理、自己啓発を支援する特別研修等 
97 148 

自治大学校等 全国の市町村職員を対象とした専門研修機関での研修 5 5 

派遣研修 

その他 専門機関による実務研修、行政課題に関する講演会参加等 31 36 

講師派遣 他機関の研修講師として登壇 1 1 

派遣研修 計 183 293 

専門研修 実務に必要な資格取得を目的とした研修 2 2 

ｅ－ラーニング インターネットを通じて受講する研修             1 1 

合        計 259 2,240 

 

（２）勤務成績の評定状況 

  職員の一人ひとりの職務遂行能力、仕事の成果、仕事に対する取組状況等について 

 一定の基準と手続きに基づいて把握するため、人事考課制度を実施しています。 

  目標設定及び取組状況については、個人職務目標申告書をもとに、幹部職員が 

 面接指導を行い職員の育成に役立てています。 

  評価結果については、職員の任用・給与制度、配置管理、人材育成等に積極的に 

 活用していきます。 

 

７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

（１）健康診断の実施状況 

平成２２年度受診状況 定期健康診断 174 人、人間ドック 284 人 

※その他に、胃検診、ＶＤＴ検診等を実施 

 

 



（２）福利厚生 

  地方公務員法の規定に基づき、福生市職員共済組合を設置して職員の元気回復、福

利厚生等に関する事業を行っています。必要な経費は、職員が負担する組合費と市の 

交付金がおおむね１対１でまかなわれています。 

【組合員数】 402 人  【交付金】 7,210 千円  【一人当たりの交付額】 17,935 円 

 

（３）公務災害補償 

  職員の公務上、通勤途上の災害に対して、地方公務員災害補償法に基づく補償を行 

  っています。【平成 22 年度発生状況】公務災害：3件、通勤災害：1件 

 

８ 公平委員会の業務の状況 

（１）勤務条件に関する措置の要求の状況 

  公務員には労働基本権の一部が制限されているため、その代償措置として設けられ 

 ているもので、給料、勤務時間、執務環境等に不服がある場合、公平委員会に対し審 

 査等を要求する制度です。福生市は他市町村と共同して東京都市町村公平委員会を設 

 置しています。 

（２）不利益処分に関する不服申立ての状況 

  職員は、懲戒その他その意に反する不利益な処分に関して、公平委員会に不服申立 

 てをすることができます。 

（３）苦情処理の状況 

  職員は、勤務条件その他の人事管理に関して、公平委員会に苦情の申出及び相談を 

 することができます。 

※（１）～（３）の案件数 

前年度からの 

継続案件 

平成２２年度 

事案数 
完結件数 翌年度継続件数 

０件 ０件 ０件 ０件 

 


